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「道路運送法第９条の２第１項に規定する一般貸切旅客自動車運送事業者（貸切バス事業者）運行のバスを利用して旅行を企画・実施する旅行業者等又は旅行サービス
手配業者が旅行者又は旅行に関するサービスを提供する者と締結した契約の内容に係る重要な事項について」（平成２４年６月２９日観観産第１３２号）の一部改正に
係る新旧対照表（令和元年８月１日付け観参第４３３号による改正）                                                                      （下線部分が改正箇所） 

改  正  後 現      行 
 
貸切バスを利用した旅行における旅行業者等と貸切バス事業者との契約内容に係る重要な事項につい

て 
 
 
貸切バス事業者が運行するバスを利用した旅行を企画・実施する旅行業者等（旅行サービス手配業者

を含む。以下同じ。）が貸切バス事業者と締結した契約の内容に係る重要な事項は、下記のとおりとする。 
 
１．契約の内容 
（１）運送の申込みに係る記載事項 

運送の申込みの記載事項を以下のとおり定める。 
①  運送の申込者の氏名又は名称及び住所並びに電話番号その他の連絡先 
②  運送を引受ける貸切バス事業者と運送契約を締結する者の氏名又は名称及び住所並びに電
話番号その他の連絡先 
③  運送の申込みに係る乗車人員 
④  乗車定員別又は車種別の事業用自動車の数 
⑤  事業用自動車の配車の地点及び日時 
⑥  旅客が乗車する区間 
⑦  運行の経路並びに主な経由地における発車及び到着の時間 
⑧  事業用自動車の発車及び到着の日時、宿泊又は待機を要する場合はその旨その他事業用自
動車の運行に関する旅行の日程 
⑨  運賃及び料金の支払方法 
⑩  一般貸切旅客自動車運送事業標準運送約款第１２条に規定する運賃の割引の適用を受ける
ときは、その旨 
⑪  特約事項があるときは、その内容 
（削除） 

 
 
 
 
 

 
道路運送法第９条の２第１項に規定する一般貸切旅客自動車運送事業者（貸切バス事業者）運行のバ

スを利用して旅行を企画・実施する旅行業者等又は旅行サービス手配業者が旅行者又は旅行に関するサ

ービスを提供する者と締結した契約の内容に係る重要な事項について 
 
貸切バス事業者運行のバスを利用した旅行を企画・実施する旅行業者等又は旅行サービス手配業者が

貸切バス事業者と締結した契約の内容は下記のとおりとする。 
 
１．契約の内容 
（１）運送の申込みに係る記載事項 

運送の申込みの記載事項を以下のとおり定める。 
①  運送の申込者の氏名又は名称及び住所並びに電話番号その他の連絡先 
②  運送を引受ける貸切バス事業者と運送契約を締結する者の氏名又は名称及び住所並びに電
話番号その他の連絡先 
③  運送の申込みに係る乗車人員 
④  乗車定員別又は車種別の事業用自動車の数 
⑤  事業用自動車の配車の地点及び日時 
⑥  旅客が乗車する区間 
⑦  運行の経路並びに主な経由地における発車及び到着の時間 
⑧  事業用自動車の発車及び到着の日時、宿泊又は待機を要する場合はその旨その他事業用自
動車の運行に関する旅行の日程 
⑨  運賃及び料金の支払方法 
⑩  一般貸切旅客自動車運送事業標準運送約款第１２条に規定する運賃の割引の適用を受ける
ときは、その旨 
⑪  特約事項があるときは、その内容 

なお、貸切バス事業者から旅行業者等又は旅行サービス手配業者に対し、運送の引受けに

係る手数料又はこれに類するものを支払う場合には、その額又は率を記載のこと。ただし、

これとは別に書面により貸切バス事業者と旅行業者等又は旅行サービス手配業者の間で契

約が締結されていて、当該契約の内容に手数料又はこれに類するものの支払について記載さ

れている場合は、記載は要しない。 
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改  正  後 現      行 
（２）運送の引受に係る記載事項 

貸切バス事業者から交付された旅客自動車運送事業運輸規則（昭和３１年運輸省令第４４号）第

７条の２に規定する運送引受書の記載事項とする。 
なお、貸切バス事業者から交付を受けた運送引受書に、手数料金額（実費に対する手数料がある

場合を含む）、月払・年払等の手数料又はその他経費等に該当する費用（以下「手数料等」という。）

の記載がある場合、旅行業者等は、当該手数料等の取引の相手方として、その記載内容について十

分に確認を行うものとする。 
 
２．運送の申込み及び運送引受書の保存等 
（１）運送の申込み及び運送引受書の保存 

運送申込書は、原則として貸切バスの運行単位（運行の開始から終了まで）毎に作成し、貸切バ

ス事業者が交付した最終的な契約内容が記載された運送引受書を保存する。 
なお、実務上の利便性も考慮し、必ずしもこれに限定せず、１．の記載事項を貸切バスの運行単

位毎に複数の書面に保存すること、又は、１．の記載事項を貸切バスの運行単位毎に把握できる形

式で記録することなども可能とする。 
 
（２）運送引受書等の保存期間 
①  運送引受書の保存期間は、運行の終了の日から１年間とする。 
②  運送引受書に手数料等の記載がある場合、当該費用に係る貸切バス事業者と旅行業者等との
間で締結した契約書面の写し等を、契約の有効期限終了の日から１年間保存するものとする。 

 
 
（削除） 

 
 
 
 
 
 
（３）その他 
モデル様式は別添のとおり。 

 

（２）運送の引受に係る記載事項 
道路運送法第９条の２第１項に規定する一般貸切旅客自動車運送事業者（貸切バス事業者）から

交付された旅客自動車運送事業運輸規則（昭和３１年運輸省令第４４号）第７条の２に規定する運

送引受書の記載事項とする。 
 
 
 
 
２．運送の申込み及び運送引受書保存等 
（１）運送の申込み及び運送引受書の保存 

運送申込書は、原則として貸切バスの運行単位（運行の開始から終了まで）毎に作成し、貸切バ

ス事業者が交付した最終的な契約内容が記載された運送引受書を保存する。 
なお、実務上の利便性も考慮し、必ずしもこれに限定せず、１．の記載事項を貸切バスの運行単

位毎に複数の書面に保存すること、又は、１．の記載事項を貸切バスの運行単位毎に把握できる形

式で記録することなども可能とする。 
 
（２）運送引受書等の保存期間 
①  運送引受書の保存期間は、運行の終了の日から１年間とする。 
②  運送引受書とは別に、貸切バス事業者と旅行業者等又は旅行サービス手配業者との間で書面
による契約が締結されていて、当該契約の内容に手数料又はこれに類するものの支払について

記載されている場合、当該書面の保存期間は、当該契約の有効期限終了の日から１年間とする。 
 
（３）旅行業法第１２条の５第３項又は第３０条で定める書面の保存期間 

貸切バス事業者から旅行業者等及び旅行サービス手配業者の双方に対し、運送の引受に係る手

数料又はこれに類するものを支払う場合に１．（１）⑪で定めるその額又は率の記載が困難な場合

は、旅行業法第１２条の５第３項又は第３０条で定める旅行業務又は旅行サービス手配業務の取

引書面又はこれに類する書面を貸切バス事業者に交付するとともに、当該書面の保存期間は、運行

の終了の日から１年間とする。 
 
（４）その他 
モデル様式は別添のとおり。 
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国自旅第６０号の３

令和元年 ７月 ９日

観光庁参事官（旅行振興） 殿

自動車局旅客課長

「旅客自動車運送事業運輸規則第７条の２に規定する運送引受書の

交付について」の一部改正について

平成２８年１月１５日に発生した軽井沢スキーバス事故を踏まえ、軽井沢

スキーバス事故対策検討委員会がとりまとめた「安全・安心な貸切バスの運

行を実現するための総合的な対策」を実施してきたところ。このうち、実質

的な下限割れ運賃防止等の取引環境のさらなる適正化のため、本年６月１４

日に「旅客自動車運送事業運輸規則第７条の２第１項の運送引受書の記載事

項を定める告示」（平成２４年国土交通省告示第７６９号）を改正し、本年８

月１日より、一般貸切旅客自動車運送事業者が運送の申込者に対して交付す

る運送引受書の記載事項に当該運送に係る手数料等の額を追加したことから、

「旅客自動車運送事業運輸規則第７条の２に規定する運送引受書の交付につ

いて（平成３０年８月２３日付け国自旅第１３７号）」の参考様式を別添のと

おり改正し、各地方運輸局自動車交通部長及び沖縄総合事務局運輸部長あて

通達したので、この旨了知されるとともに、本取扱いが適切に実施されるよ

う一般社団法人日本旅行業協会及び一般社団法人全国旅行業協会等関係団体

に対して周知されたい。

別添



国 自 旅 第 ６ ０ 号

令和元年 ７月 ９日

各地方運輸局自動車交通部長 殿

沖 縄 総 合 事 務 局 運 輸 部 長 殿

自動車局旅客課長

「旅客自動車運送事業運輸規則第７条の２に規定する運送引受書の

交付について」の一部改正について

平成２８年１月１５日に発生した軽井沢スキーバス事故を踏まえ、軽井沢スキ

ーバス事故対策検討委員会がとりまとめた「安全・安心な貸切バスの運行を実現

するための総合的な対策」を実施してきたところ。このうち、手数料等による実

質的な下限割れ運賃防止等の取引環境のさらなる適正化のため、本年６月１４日

に「旅客自動車運送事業運輸規則第７条の２第１項の運送引受書の記載事項を定

める告示」（平成２４年国土交通省告示第７６９号）を改正し、本年８月１日よ

り、一般貸切旅客自動車運送事業者が運送の申込者に対して交付する運送引受書

の記載事項に当該運送に係る手数料等の額を追加したことから、「旅客自動車運

送事業運輸規則第７条の２に規定する運送引受書の交付について（平成３０年８

月２３日付け国自旅第１３７号）」の参考様式を別添のとおり改正したので、遺

漏のないよう取り扱われたい。

本件については、公益社団法人日本バス協会会長及び観光庁参事官（旅行振興）

あて、別添のとおり通知したので申し添える。



                             

                              国 自 旅 第 １ ３ ７ 号 

平成３０年８月２３日 

                              国 自 旅 第 ６ ０ 号 

一部改正 令和元年 ７月 ９日 

 

 

   

 各地方運輸局自動車交通部長 殿 

  沖縄総合事務局運輸部長   殿 

 

 

                       自動車局旅客課長 

 

 

   旅客自動車運送事業運輸規則第７条の２に規定する運送引受書の交付について 

 

 
一般貸切旅客自動車運送事業者は、運送を引き受けた場合には、旅客自動車運送事業

運輸規則（昭和３１年運輸省令第４４号）第７条の２第１項各号に掲げる事項を記載し

た運送引受書を交付しなければならないこととされており、「安全・安心な貸切バスの

運行を実現するための総合的な対策」として、平成２８年１１月には運送引受書に一般

貸切旅客自動車運送事業者が届け出た運賃及び料金の上限及び下限額の記載を義務化

したところである。 

 これにより、下限割れ運賃・料金による運送を防止する効果が発揮される一方で、上

限及び下限額による幅運賃が単なる値引き幅として運用されている実態もあることか

ら、幅運賃制度の趣旨を明確にするため、運送引受書の参考様式を別添のとおり定める

ので、遺漏のないよう取り扱われたい。また、「旅客自動車運送事業運輸規則第７条の

２に規定する運送引受書の交付について（平成２６年３月２６日付け国自旅第６２２

号）」は廃止する。 

 なお、本件については、公益社団法人日本バス協会会長及び観光庁参事官（旅行振興）

あて、別添のとおり通知したので申し添える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


